
国民の保護に関する基本指針 一部抜粋

３ 生活関連等施設の安全確保

(1) 生活関連等施設の安全確保

① 平素からの備え

○生活関連等施設の所管省庁及び都道府県は、相互に緊密な連絡をとりつ

つ、その所管する生活関連等施設又はその区域内に所在する生活関連等

施設を把握するものとする。

○都道府県知事は、都道府県公安委員会及び海上保安部長等に対し、把握

した生活関連等施設の名称及び所在地を連絡するなど、連携の確保に努

めるものとする。

○生活関連等施設の所管省庁は、消防庁、警察庁及び海上保安庁と緊密な

連絡をとりつつ、その所管する生活関連等施設の種類ごとに、専門的知

見に基づき、資機材の整備、巡回の実施の在り方など施設の特性に応じ

た安全確保の留意点を定めるものとする。この場合において、消防庁、

警察庁及び海上保安庁は、生活関連等施設の所管省庁に対し、生活関連

等施設の種類ごとに、施設の特性に応じた安全確保の留意点を助言する

ものとする。消防庁は、都道府県知事に対し、施設の安全確保の留意点

を通知するものとする。

○都道府県知事は、その国民保護計画で定めるところにより、生活関連等

施設の管理者に対し、生活関連等施設に該当する旨及び施設の安全確保

の留意点を通知するとともに、都道府県公安委員会及び海上保安部長等

と協力して、施設の管理者に対して施設の安全確保の留意点を周知さ

せ、併せて関係機関と施設の管理者との連絡網の構築に努めるものとす

る。

○国及び地方公共団体は、それぞれその国民保護計画において、施設の安

全確保の留意点を踏まえ、その管理に係る生活関連等施設の安全確保措

置の実施の在り方について定めるものとする。

○都道府県は、その国民保護計画で定めるところにより、生活関連等施設

の管理者に対し、施設の安全確保の留意点を踏まえ、既存のマニュアル

等を活用しつつ、資機材の整備、巡回の実施など武力攻撃事態等におけ

る安全確保措置について定めるよう要請するものとする。この場合にお

いて、施設の管理者は、その自主的な判断に基づき、安全確保措置につ

いて定めるものとする。

○警察庁及び都道府県警察並びに海上保安庁及び海上保安部長等は、生活

関連等施設の所管省庁、都道府県知事若しくは生活関連等施設の管理者

の求めに応じ、又は生活関連等施設の周辺の状況、治安情勢等を勘案し

自ら必要があると認めるときは、安全確保措置の実施に関し必要な助言



を行うものとする。

② 武力攻撃事態等における措置

○国及び地方公共団体は、武力攻撃事態等において、速やかに、その管理

に係る生活関連等施設の安全確保措置を講ずるものとする。

○生活関連等施設の所管省庁は、危険が切迫している場合や、緊急に広域

的な対処が必要となる場合など、都道府県知事の要請を待ついとまがな

いときは、速やかに、警察庁及び海上保安庁の意見を聴いて、施設の管

理者に対し、安全確保措置を講ずるよう要請するとともに、都道府県知

事にその旨を通知するものとする。

○生活関連等施設の所管省庁は、生活関連等施設に係る武力攻撃災害が発

生したときは、施設の管理者に対する指導、助言、資機材の提供、職員

の派遣、関係機関への連絡など被害の拡大防止のための措置を的確かつ

迅速に講ずるものとする。

○内閣総理大臣は、生活関連等施設及びその周辺の地域の安全を確保する

ために必要があると認めるときは、対処基本方針に基づき、関係大臣

〔総務大臣、国家公安委員会委員長、国土交通大臣、防衛大臣等〕を指

揮し、安全確保措置を講じさせるものとする。この場合において、国及

び地方公共団体の関係機関は、施設及びその周辺の警備の強化、危険の

防除、周辺住民の避難、立入制限区域の指定等の措置を連携して講ずる

ものとする。

○都道府県知事は、武力攻撃事態等において、情勢により生活関連等施設

が何らかの攻撃にあう可能性があると判断される場合等に、速やかに、

都道府県公安委員会及び海上保安部長等の意見を聴いて、施設の管理者

に対し、安全確保措置を講ずるよう要請するものとする。

○都道府県警察、消防機関その他の行政機関（海上保安庁、生活関連等施

設の所管省庁及び施設の安全確保につき専門的見地からの助言等を行う

ことができる行政機関を含む。）は、支援の求めがあったときは、指

導、助言、連絡体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など生活関連等

施設の安全確保のため必要な支援を行うよう努めるものとする。また、

自ら必要があると認めるときは、支援を行うものとする。

○都道府県知事は、武力攻撃事態等においては、生活関連等施設のうちそ

の安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそれが

あると認められる施設（ダム、原子力事業所、大規模な危険物質等取扱

所）について、速やかに立入制限区域の指定を行うよう都道府県公安委

員会又は海上保安部長等に要請するものとする。また、生活関連等施設

のうち国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保しなければ国民

生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるもの（発電所、

駅、空港等）については、情勢により当該施設が何らかの攻撃にあう可

能性があると判断される場合など危険が切迫している場合において、速



やかに立入制限区域の指定を行うよう都道府県公安委員会又は海上保安

部長等に要請するものとする。

○都道府県公安委員会又は海上保安部長等は、都道府県知事から要請があ

ったとき、又は事態に照らして特に必要があると認めるときは、立入制

限区域を指定するものとする。この場合の立入制限区域の範囲は、生活

関連等施設の特性及び周辺の地域の状況を勘案しつつ、生活関連等施設

の安全確保の観点から合理的に判断して、立入りを制限し、禁止し、又

は退去を命ずる必要があると考えられる区域とする。また、都道府県公

安委員会又は海上保安部長等は、武力攻撃災害の状況等に応じ、立入制

限区域の範囲の変更を行うものとする。

○都道府県公安委員会及び海上保安部長等は、立入制限区域を指定したと

きは、迅速かつ広く住民に周知するため、生活関連等施設の所在する都

道府県の公報や新聞への掲載、テレビ、ラジオ等を通じた発表等により

公示するものとする。また、現場においては、警察官又は海上保安官

は、可能な限りロープ等によりその区域を明示するとともに、標示の設

置等によりその範囲、期間等を明らかにするものとする。


